




 

 
  

 

 

  

 

 
 

 
  

 



 







 













  







Ⅲ　特別会計及び公営企業会計予算

１　特別会計

予算規模 (単位：千円)

当初予算額 構 成 比 当初予算額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

492,000 1.2% 539,000 1.2% △47,000 △8.7%

15,000 0.0% 16,000 0.0% △1,000 △6.3%

16,749,000 41.5% 16,998,000 38.2% △249,000 △1.5%

19,884,000 49.2% 23,703,000 53.2% △3,819,000 △16.1%

2,729,000 6.8% 2,680,000 6.0% 49,000 1.8%

263,000 0.7% 283,900 0.6% △20,900 △7.4%

169,000 0.4% 159,000 0.4% 10,000 6.3%

5,000 0.0% 41,200 0.1% △36,200 △87.9%

101,000 0.2% 103,400 0.2% △2,400 △2.3%

40,407,000 100.0% 44,523,500 100.0% △4,116,500 △9.2%
＊構成比は、特別会計総額に対する割合

一般会計繰出金 (単位：千円)

当初予算額 構 成 比 当初予算額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

189,998 3.6% 236,778 4.4% △46,780 △19.8%

11,970 0.2% 13,148 0.2% △1,178 △9.0%

2,383,144 45.5% 2,385,906 44.8% △2,762 △0.1%

1,709,616 32.6% 1,775,804 33.4% △66,188 △3.7%

673,342 12.8% 645,417 12.1% 27,925 4.3%

238,813 4.6% 235,836 4.4% 2,977 1.3%

30,668 0.6% 26,903 0.5% 3,765 14.0%

3,454 0.1% 3,551 0.1% △97 △2.7%

0.0% 0.0% 0 0.0%

5,241,005 100.0% 5,323,343 100.0% △82,338 △1.5%
＊構成比は、一般会計繰出金総額に対する割合

宇部阿知須公共下水道組合及び山口県後期高齢者医療広域連合に対する一般会計繰出金

416,820 403,744 13,076 3.2%

2,169,404 2,180,973 △11,569 △0.5%

宇部阿知須公共下水道組合負担金

後期高齢者医療保険療養給付費負担金

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

農業集落排水事業会計

中央卸売市場事業会計

地方卸売市場事業会計

市 営 駐 車 場 事 業 会 計

計

国民健康保険事業会計

地方卸売市場事業会計

市 営 駐 車 場 事 業 会 計

計

会 計 名
平成３０年度

農業集落排水事業会計

中央卸売市場事業会計

比　　　　較

公共用地造成事業会計

食肉センター事業会計

介 護 保 険 事 業 会 計

会 計 名
平成３０年度 平成２９年度 比　　　　較

公共用地造成事業会計

平成２９年度

食肉センター事業会計

介 護 保 険 事 業 会 計

国民健康保険事業会計

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

  

 特別会計の予算規模は、全体で、４０４億７００万円で、前年度当初予算（４４５億２３５０万円） 

に比べ、４１億１６５０万円の減（△９．２％）となっています。 

 このうち、介護保険事業会計については、居宅介護サービス給付費負担金の減等により 

２億４９００万円の減（△１．５％）、国民健康保険事業会計については、保険財政共同安定化負担

金の皆減等により、３８億１９００万円の減（△１６．１％）となっています。 
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２　水道事業会計

〔概要〕

〔収益的収支及び資本的収支〕

収益的収支 資本的収支

予算額（千円） 予算額（千円）

料金収入 3,705,793 企業債 750,000

その他収入 425,445 工事負担金 44,616

収 入 計 4,131,238 他会計補助金 99,977

職員給与費 1,028,068 収 入 計 894,593

受水費 145,299 原浄水施設費 356,732

補修費等 156,015 配水施設費 1,059,119

減価償却費 1,045,229 その他建設改良費 149,556

支払利息 144,085 企業債償還金 1,017,883

その他支出 1,031,192 支 出 計 2,583,290

支 出 計 3,549,888 △ 1,688,697

581,350

△ 115,722

465,628

500,000

2,377,678
未処分利益剰余金

（△は未処理欠損金）

差　　　引

消費税及び地方消費税

当年度純利益
（△は当年度純損失）

その他未処分利益剰余金変動額

項　　目

収
　
入

収
　
入

支
　
出

支
　
出

差　　　引

項　　目

 

平成30年度水道事業会計予算は、業務の予定量として、給水戸数72,856戸、年間給水量20,084

千㎥を見込み、これらに必要な諸経費及び料金収入等を計上しました。 

まず、収益的収支ですが、水道事業収益 4,131,238 千円から消費税及び地方消費税分 290,149

千円を控除し、水道事業費用 3,549,888 千円から消費税及び地方消費税分 174,427 千円を控除した

結果、当年度純利益は 465,628 千円となります。 

次に、資本的収支ですが、主な事業としては、安全でおいしい水の管理を徹底するため市内に設

置してある残留塩素測定装置の更新や地震等の災害対策として配水管の耐震化を図る管路更新事

業などの建設改良費を計上しました。 

収入においては、これら支出に対応する財源として、企業債、工事負担金等を計上しました。 

その結果、資本的収入 894,593 千円、資本的支出 2,583,290 千円となり、差引 1,688,697 千円の財

源不足となる見込みですが、これは、損益勘定留保資金等で補てんすることとしました。 

 

資本的収支差引不足額は、損益勘定留保資金等

で補てんします。 
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３　下水道事業会計

〔概要〕

〔収益的収支及び資本的収支〕

収益的収支 資本的収支

予算額（千円） 予算額（千円）

使用料収入 2,270,362 企業債 1,899,300

他会計負担金 1,468,715 国庫補助金 1,948,900

他会計補助金 202,042 他会計出資金 408,286

長期前受金戻入 2,120,140 その他収入 21,300

その他収入 63,628 収 入 計 4,277,786

収 入 計 6,124,887 管渠事業費 2,933,439

職員給与費 573,145 処理場事業費 1,089,099

動力費 166,940 受益者負担金徴収事務費 682

補修費等 75,939 その他支出 31,480

減価償却費 3,473,851 企業債償還金 2,265,300

支払利息 340,920 支 出 計 6,320,000

その他支出 947,205 △ 2,042,214

支 出 計 5,578,000

546,887

△ 72,169

474,718

200,000

1,455,301

項　　目 項　　目

収
　
入

収
　
入

支
　
出支

　
出

差　　　引

差　　　引

消費税及び地方消費税

当年度純利益
（△は当年度純損失）

その他未処分利益剰余金変動額

未処分利益剰余金
（△は未処理欠損金）

資本的収支差引不足額は、損益勘定留保資金等

で補てんします。 

 

平成 30 年度下水道事業会計予算は、業務の予定量として公共下水道処理区域面積 3,042.8ｈａ、

年間総処理水量 21,992 千ｍ3 を見込み、これらに必要な諸経費及び使用料収入等を計上しました。 

まず、収益的収支ですが、下水道事業収益 6,124,887 千円から消費税及び地方消費税分

172,294 千円を控除し、下水道事業費用 5,578,000 千円から消費税及び地方消費税分 100,125 千円

を控除した結果、当年度純利益は 474,718 千円となります。 

次に、資本的収支ですが、本年度の主な事業としては、玉川ポンプ場事業のほか、西部浄化セン 

ターの再構築事業や老朽化した合流管渠の改築事業などの建設改良費を計上しました。 

収入においては、これら支出に対応する財源として、国庫補助金、企業債等を計上しました。 

その結果、資本的収入 4,277,786 千円、資本的支出 6,320,000 千円となり、差引 2,042,214 千円の

財源不足となる見込みですが、これは、損益勘定留保資金等で補てんすることとしました。 
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４　交通事業会計

〔概要〕

〔収益的収支及び資本的収支〕

収益的収支 資本的収支

予算額（千円） 予算額（千円）

乗合収入 512,986 企業債 30,000

貸切収入 132,588 固定資産売却代金 489

その他収入 410,277 工事負担金 545

収 入 計 1,055,851 収 入 計 31,034

職員給与費 710,153 建設改良費 65,108

燃料・油脂費 86,711 企業債償還金 53,520

車両修繕費 45,665 支 出 計 118,628

減価償却費 79,435 △ 87,594

その他支出 117,308

支 出 計 1,039,272

16,579

△ 10,446

6,133

27,221

項　　目

収
　
入

収
　
入

支
　
出

支
　
出

差　　　引

差　　　引

消費税及び地方消費税

当年度純利益
（△は当年度純損失）

未処分利益剰余金
（△は未処理欠損金）

項　　目

 

平成 30 年度交通事業会計予算は、業務の予定量として、乗合事業については、稼働バス台数

19,059 台、走行キロ数 2,851 千ｋｍ、輸送人員 2,392 千人を、貸切事業では、稼働バス台数 1,870 台、

走行キロ数 250 千ｋｍ、輸送人員 63 千人を見込み、これらに必要な諸経費及び運送収入等を計上し

ました。 

これにより、収益的収支については、自動車事業収益の 1,055,851 千円から消費税及び地方消費

税分 37,080 千円を控除し、自動車事業費用の 1,039,272 千円から消費税及び地方消費税分 26,634

千円を控除した結果、当年度純利益は 6,133 千円となり、当年度未処分利益剰余金は 27,221 千円と

なる見込みです。 

また、資本的収支については、収入は、企業債等を計上し、支出は、ノンステップ型路線バス 2 台

の更新等に要する建設改良費と企業債償還金を計上しました。 

その結果、資本的収入 31,034 千円に対し、資本的支出は 118,628 千円となり、収支差引 87,594

千円の財源不足となる見込みですが、これは、損益勘定留保資金等で補てんすることとしました。 

資本的収支差引不足額は、損益勘定留保資金等

で補てんします。 



（参考）　公営企業会計予算前年度比較
（単位：千円）

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 増 減 額 増 減 率

水道事業会計

収益的収入 4,131,238 4,115,475 15,763 0.4% 
料 金 収 入 3,705,793 3,733,971 △ 28,178 △ 0.8% 
そ の 他 収 入 425,445 381,504 43,941 11.5% 

収益的支出 3,549,888 3,500,660 49,228 1.4% 
職 員 給 与 費 1,028,068 1,033,063 △ 4,995 △ 0.5% 
減 価 償 却 費 1,045,229 1,041,529 3,700 0.4% 
支 払 利 息 144,085 178,179 △ 34,094 △ 19.1% 
そ の 他 支 出 1,332,506 1,247,889 84,617 6.8% 

差引 581,350 614,815 △ 33,465 

資本的収入 894,593 982,484 △ 87,891 △ 8.9% 
企 業 債 750,000 800,000 △ 50,000 △ 6.3% 
工 事 負 担 金 44,616 80,425 △ 35,809 △ 44.5% 
他 会 計 補 助 金 99,977 102,059 △ 2,082 △ 2.0% 

資本的支出 2,583,290 2,937,560 △ 354,270 △ 12.1% 
建 設 改 良 費 1,565,407 1,788,875 △ 223,468 △ 12.5% 
企 業 債 償 還 金 1,017,883 1,148,685 △ 130,802 △ 11.4% 

差引 △ 1,688,697 △ 1,955,076 266,379 

下水道事業会計

収益的収入 6,124,887 6,065,837 59,050 1.0% 
使 用 料 収 入 2,270,362 2,273,933 △ 3,571 △ 0.2% 
他 会 計 負 担 金 1,468,715 1,510,999 △ 42,284 △ 2.8% 
他 会 計 補 助 金 202,042 208,033 △ 5,991 △ 2.9% 
長 期 前 受 金 戻 入 2,120,140 2,005,646 114,494 5.7% 
そ の 他 収 入 63,628 67,226 △ 3,598 △ 5.4% 

収益的支出 5,578,000 5,527,000 51,000 0.9% 
職 員 給 与 費 573,145 586,503 △ 13,358 △ 2.3% 
減 価 償 却 費 3,473,851 3,430,455 43,396 1.3% 
支 払 利 息 340,920 450,374 △ 109,454 △ 24.3% 
そ の 他 支 出 1,190,084 1,059,668 130,416 12.3% 

差引 546,887 538,837 8,050 

資本的収入 4,277,786 4,282,113 △ 4,327 △ 0.1% 
企 業 債 1,899,300 1,861,100 38,200 2.1% 
国 庫 補 助 金 1,948,900 1,968,000 △ 19,100 △ 1.0% 
他 会 計 出 資 金 408,286 421,620 △ 13,334 △ 3.2% 
そ の 他 収 入 21,300 31,393 △ 10,093 △ 32.2% 

資本的支出 6,320,000 6,280,000 40,000 0.6% 
建 設 改 良 事 業 費 4,022,538 4,005,937 16,601 0.4% 
企 業 債 償 還 金 2,265,300 2,264,847 453 0.0% 
そ の 他 支 出 32,162 9,216 22,946 249.0% 

差引 △ 2,042,214 △ 1,997,887 △ 44,327 

交通事業会計

収益的収入 1,055,851 1,080,024 △ 24,173 △ 2.2% 
乗 合 収 入 512,986 536,793 △ 23,807 △ 4.4% 
貸 切 収 入 132,588 128,410 4,178 3.3% 
そ の 他 収 入 410,277 414,821 △ 4,544 △ 1.1% 

収益的支出 1,039,272 1,079,749 △ 40,477 △ 3.7% 
職 員 給 与 費 710,153 735,516 △ 25,363 △ 3.4% 
燃 料 油 脂 費 86,711 85,961 750 0.9% 
車 両 修 繕 費 45,665 44,061 1,604 3.6% 
減 価 償 却 費 79,435 80,368 △ 933 △ 1.2% 
そ の 他 支 出 117,308 133,843 △ 16,535 △ 12.4% 

差引 16,579 275 16,304 

資本的収入 31,034 39,137 △ 8,103 △ 20.7% 
企 業 債 30,000 30,000 0 0.0% 
固定資産売却 代金 489 1,137 △ 648 △ 57.0% 
国 ・ 県 補 助 金 0 6,500 △ 6,500 皆減 
工 事 負 担 金 545 545 皆増 
他 会 計 補 助 金 0 1,500 △ 1,500 皆減 

資本的支出 118,628 145,228 △ 26,600 △ 18.3% 
建 設 改 良 費 65,108 90,498 △ 25,390 △ 28.1% 
企 業 債 償 還 金 53,520 54,730 △ 1,210 △ 2.2% 

差引 △ 87,594 △ 106,091 18,497 

資
本
的
収
支

会 計 名

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

収
益
的
収
支
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資 料

○　市債・企業債残高の状況

（単位：千円）

平成29年度末 平成30年度 平成30年度 平成30年度末
残高見込 起債見込額 元金償還見込額 残高見込

一般会計 67,184,851 5,721,100 6,159,848 66,746,103

公共用地造成事業会計 432,370 184,920 247,450

農業集落排水事業会計 1,798,718 137,345 1,661,373

中央卸売市場事業会計 4,391 4,391

2,235,479 326,656 1,908,823

69,420,330 5,721,100 6,486,504 68,654,926

水道事業会計 10,276,026 750,000 1,017,883 10,008,143

下水道事業会計 33,068,719 1,899,300 2,265,300 32,702,719

交通事業会計 167,089 30,000 53,520 143,569

43,511,834 2,679,300 3,336,703 42,854,431

112,932,164 8,400,400 9,823,207 111,509,357

公
営
企
業
会
計

公営企業会計　計

合 計

会 計

特
別
会
計

特別会計　計

一般・特別会計　計
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